
(57)【要約】
【課題】比較的低い磁場で数１０Ｇの高加速度と準光速
度の最終到達速度とが得られる空間駆動型の磁性流体循
環を用いた推進装置及び飛翔体推進システムを提供す
る。
【解決手段】円環チューブ１は右回転（上から見て時計
方向）する磁性流体６を閉じ込める。円環チューブ２は
円環チューブ１と上下に重なり、左回転（上から見て反
時計方向）する磁性流体７を閉じ込める。電磁石対３ａ
～３ｈは円環チューブ１および円環チューブ２を挟み込
み磁場の極性を交互に印加する。レーザー源４はこれら
交互に設置した電磁石の間の円環チューブ１および円環
チューブ２の磁性流体６，７をレーザー照射する。駆動
ポンプ８は磁性流体６および磁性流体７を互いに逆循環
させる。



【特許請求の範囲】
【請求項１】  円環チューブ内の磁性流体を右回転（上
から見て時計方向）させ、この磁性流体の等間隔の領域
毎に磁極を交互にした一対の外部磁場を印加することに
より、前記領域毎に磁性体微粒子のスピンを上方向、下
方向に交互に揃えるとともに前記スピンの方向が漸次変
化する捩じれたスピン集団を形成し、前記外部磁場が印
加されていない前記磁性流体の中間領域にレーザービー
ムを照射することで前記磁性流体をイオン化し、前記円
環チューブを含む周辺の空間を励起させ、この励起した
空間の場から反撥力を受けて推進することを特徴とする
磁性流体循環を用いた推進装置。
【請求項２】  右回転（上から見て時計方向）する第１
の磁性流体を閉じ込めた第１の円環チューブと；この第
１の円環チューブと上下に重なり、左回転（上から見て
反時計方向）する第２の磁性流体を閉じ込めた第２の円
環チューブと；前記第１の円環チューブおよび前記第２
の円環チューブをともに挟み込み、これらの円環チュー
ブに沿って等間隔に複数配置し、前記第１、第２の磁性
流体に磁場の極性をＮ極―Ｓ極およびＳ極―Ｎ極交互に
隣接して外部磁場を印加するように設置した一対の電磁
石と；等間隔に複数配置した前記一対の電磁石との間に
位置する前記円環チューブの磁性流体の複数領域の各々
に対して、複数のレーザービームを照射するレーザー源
と；前記第１の磁性流体および前記第２の磁性流体を互
いに逆循環させる駆動ポンプと；を備えたことを特徴と
する磁性流体循環を用いた推進装置。
【請求項３】  右回転（上から見て時計方向）する磁性
流体を閉じ込めた円環チューブと；この円環チューブを
挟み込み、前記円環チューブに沿って等間隔に複数配置
し、前記磁性流体に磁場の極性をＮ極―Ｓ極およびＳ極
―Ｎ極交互に隣接して外部磁場を印加するように設置し
た一対の電磁石と；等間隔に複数配置した前記一対の電
磁石との間に位置する前記円環チューブの磁性流体の複
数領域の各々に対して、複数のレーザービームを照射す
るレーザー源と；前記磁性流体を右回転方向に循環させ
る駆動ポンプと；を備えたことを特徴とする磁性流体循
環を用いた推進装置。
【請求項４】  前記磁性流体が、ハイドロカーボン液に
コロイド状マグネタイト微粒子集合体を含むことを特徴
とする請求項１、２又は３記載の磁性流体循環を用いた
推進装置。
【請求項５】  請求項１、２、３又は４記載の磁性流体
循環を用いた推進装置を飛翔体の外輪として積載し、前
記飛翔体周辺の励起した空間から推力を得ることを特徴
とする飛翔体推進システム。
【請求項６】  請求項１、２、３又は４記載の磁性流体
循環を用いた推進装置を２系統互いに直交するように飛
翔体の外輪として積載し、前記飛翔体周辺の励起した空
間から推力を得ることを特徴とする飛翔体推進システ

ム。
【請求項７】  請求項１、２、３又は４記載の磁性流体
循環を用いた推進装置を小型化したエンジンとして、こ
のエンジンを飛翔体の前部、後部、右部、左部、上部、
下部に各々１基ずつ積載し、前記飛翔体周辺の励起した
空間から推力を得ることを特徴とする飛翔体推進システ
ム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は磁性流体循環を用い
た推進装置に関し、特に飛翔体（航空機、有人ロケッ
ト、宇宙船等）に積載し、磁性流体循環による空間の励
起作用により空間自体に発生する反撥力を推進力とする
磁性流体循環を用いた推進装置及び飛翔体推進システム
に関する。
【０００２】
【従来の技術】現在の航空機推進システム、宇宙推進シ
ステムの推進原理は、作動物質を後方に噴射することで
前方に推進する反動推力を利用したものである。反動推
力は運動量保存則に基づいた推進方式のため運動量推力
とも称される。ジェットエンジンや化学ロケットエンジ
ンは内燃機関による噴射ガス流の後方噴射による反作用
より推進し、イオンロケット、プラズマロケットに見ら
れる電気推進はイオン流、プラズマ流の反作用による推
進する。また、原子力推進システム（熱核推進、核分裂
パルス推進、核融合パルス推進等）の推進原理も作動物
質噴射による反動推力（運動量推力）を推進原理として
いる。
【０００３】推進システムの推進原理は上述の反動推力
（運動量推力）の他に圧力推力を推進原理とするものが
ある。例えば太陽光やレーザービームの光圧を受けて推
進するソーラーセイル（太陽光帆船）やライトセイル
（レーザー光帆船）の推進システムである。また、ジェ
ット機や化学燃料による現有のロケットについても、エ
ンジン後部圧力がジェット機やロケット前部の大気圧力
よりも高いため、これらの圧力差による圧力推力が全推
力の１０％～２０％程度寄与している。
【０００４】一方、最近の現代物理学の発展（相対性理
論、素粒子論、場の量子論、宇宙論等）は真空である空
間を実体の有る場として捉えており、この空間の場の性
質を利用した画期的な推進性能を有する推進システムの
理論的可能性と実現性とを示唆している。このような空
間の性質を利用した推進システムの一例として、特開平
５－１７２０４０号公報記載の「飛翔体の推進装置」が
知られている。
【０００５】この公報では、強力な磁気エネルギーによ
り飛翔体周辺の空間の曲率を生成制御し、空間自体に発
生する空間歪み力を推力として推進する技術が記載され
ている。
【０００６】このように現在実用化されている推進シス
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テムは、何れも作動物質を高速度で後方へ噴射し、その
反作用で前方への推力を発生する反動推力（運動量推
力）によるもので、得られる推進速度に一定の理論的限
界が存在する。すなわち、推進システムの最終到達速度
は運動量保存則により、作動物質の噴射速度とロケット
等の質量比の自然対数との積から理論的に決定されるの
で、いかに加速してもこの最終到達速度を超えることは
できない。例えば化学ロケットの場合、液体酸素、液体
水素の燃料で得られる比推力はＩSP ＝４６０ｓなので、
有効排気ガス速度はｇ・ＩSP ＝９．８×４６０＝４．５
ｋｍ／ｓ、質量比を現実的な上限値７としてｌｎ７＝
１．９５を使うと液酸液水燃料による化学ロケットの最
終到達速度はＶ＝４．５×１．９５＝８．８ｋｍ／ｓと
なり、地球の公転速度３０ｋｍ／ｓ、火星の公転速度２
４ｋｍ／ｓに較べてかなり小さい速度が限界値となる。
イオン推進、プラズマ推進のような電気推進システムで
数１００ｋｍ／ｓが限界であり、幾ら噴射し続けてもこ
の理論速度を超えることはできない。化学ロケットでは
多段構成にしても秒速十数ｋｍが実用的な限界値とな
る。すなわち噴射速度以上の速度（正確には噴射速度と
質量比の自然対数との積であり、質量比にも工学的な制
限があるため、せいぜい噴射速度の２～３倍が限界）は
得られないという欠点を有している。
【０００７】電気推進システムの場合、噴射速度が数１
００ｋｍ／秒なので電気推進では数１００ｋｍ／秒程度
の最終到達速度が得られることになるが、加速性能を示
す推力重量比が化学ロケットの２～１００程度に比べて
低く１０

-5
～１０

-3
であり、数１００ｋｍ／秒に到達す

るのに年単位で加速し続ける必要が生じる。例えば、１
０

-5
の推力重力比（加速度＝９．８×１０

-5
ｍ／ｓ

2
）

で１００ｋｍ／ｓの秒速に到達するためには約３２年間
エンジンを加速し続けなければ到達できない。
【０００８】また電気推進システムの推進加速度は上述
の通り遥かに小さい値なので、１Ｇの地球重力圏を脱出
することができない。地球重力圏から脱出するためには
推力重力比は１より大きいこと、つまり推進加速度＞１
Ｇ（９．８ｍ／ｓ

2
）でなければならない。すなわち反

動推力を推進原理とする現有推進システムは、推進速
度、推進加速度共に大きな値が得られない。この点はソ
ーラーセイル（太陽光帆船）やライトセイル（レーザー
光帆船）の推進システムも同様である。
【０００９】また、強力な磁気エネルギーにより飛翔体
周辺の空間の曲率を生成制御し、空間自体に発生する空
間歪み力を推力として推進する空間駆動推進システム
は、数１０Ｇの高加速度と準光速度の最終到達速度とが
得られるが、空間を励起させるエンジンに強力な磁場が
必要になる。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】上述した従来の推進シ
ステムは、推進原理が運動量保存則による反動推力（運

動量推力）であるため、推進システムが到達できる最大
速度に理論的な限界があり、かつこの理論到達最大速度
が惑星の速度に比べてかなり小さいという欠点を有して
いる。また推進加速度が小さいため地球重力圏を脱出す
る推進システムが化学ロケットに限定されること、たと
え大きな最終速度が得られる推進システムでもこの速度
に到達するために長期間加速し続けなければならないと
いう欠点を有している。
【００１１】本発明の目的は、比較的低い磁場で数１０
Ｇの高加速度と準光速度迄の超高速度とが得られる空間
駆動型の磁性流体循環を用いた推進装置及び飛翔体推進
システムを提供することにある。
【００１２】
【課題を解決するための手段】本発明の磁性流体循環を
用いた推進装置及び飛翔体推進システムは、円環チュー
ブ内の磁性流体を右回転（上から見て時計方向）させ、
この磁性流体の等間隔の領域毎に磁極を交互にした一対
の外部磁場を印加することにより、前記領域毎に磁性体
微粒子のスピンを上方向、下方向に交互に揃えるととも
に前記スピンの方向が漸次変化する捩じれたスピン集団
を形成し、前記外部磁場が印加されていない前記磁性流
体の中間領域にレーザービームを照射することで前記磁
性流体をイオン化し、前記円環チューブを含む周辺の空
間を励起させ、この励起した空間の場から反撥力を受け
て推進することを特徴としている。
【００１３】右回転（上から見て時計方向）する第１の
磁性流体を閉じ込めた第１の円環チューブと；この第１
の円環チューブと上下に重なり、左回転（上から見て反
時計方向）する第２の磁性流体を閉じ込めた第２の円環
チューブと；前記第１の円環チューブおよび前記第２の
円環チューブをともに挟み込み、これらの円環チューブ
に沿って等間隔に複数配置し、前記第１、第２の磁性流
体に磁場の極性をＮ極―Ｓ極およびＳ極―Ｎ極交互に隣
接して外部磁場を印加するように設置した一対の電磁石
と；等間隔に複数配置した前記一対の電磁石との間に位
置する前記円環チューブの磁性流体の複数領域の各々に
対して、複数のレーザービームを照射するレーザー源
と；前記第１の磁性流体および前記第２の磁性流体を互
いに逆循環させる駆動ポンプと；を備えたことを特徴と
している。
【００１４】右回転（上から見て時計方向）する磁性流
体を閉じ込めた円環チューブと；この円環チューブを挟
み込み、前記円環チューブに沿って等間隔に複数配置
し、前記磁性流体に磁場の極性をＮ極―Ｓ極およびＳ極
―Ｎ極交互に隣接して外部磁場を印加するように設置し
た一対の電磁石と；等間隔に複数配置した前記一対の電
磁石との間に位置する前記円環チューブの磁性流体の複
数領域の各々に対して、複数のレーザービームを照射す
るレーザー源と；前記磁性流体を右回転方向に循環させ
る駆動ポンプと；を備えたことを特徴としている。

(3)                   特開２０００－１６１２００
3 4

10

20

30

40

50

10

20

30

40

50



【００１５】前記磁性流体が、ハイドロカーボン液にコ
ロイド状マグネタイト微粒子集合体を含むことを特徴と
している。
【００１６】また、磁性流体循環を用いた推進装置を飛
翔体の外輪として積載し、前記飛翔体周辺の励起した空
間から推力を得ることを特徴としている。
【００１７】磁性流体循環を用いた推進装置を２系統互
いに直交するように飛翔体の外輪として積載し、前記飛
翔体周辺の励起した空間から推力を得ることを特徴とし
ている。
【００１８】磁性流体循環を用いた推進装置を小型化し
たエンジンとして、このエンジンを飛翔体の前部、後
部、右部、左部、上部、下部に各々１基ずつ積載し、前
記飛翔体周辺の励起した空間から推力を得ることを特徴
としている。
【００１９】
【発明の実施の形態】次に、本発明の実施の形態につい
て図面を参照して説明する。
【００２０】図１は本発明の磁性流体循環を用いた推進
装置の一つの実施の形態を示す斜視図である。
【００２１】図１に示す本実施の形態は、右回転（上か
ら見て時計方向）する磁性流体６を閉じ込めた円環チュ
ーブ１と、円環チューブ１と上下に重なり左回転（上か
ら見て反時計方向）する磁性流体７を閉じ込めた円環チ
ューブ２と、円環チューブ１および円環チューブ２を挟
み込み磁場の極性をＮ極―Ｓ極およびＳ極―Ｎ極交互に
印加するように隣接して設置した一対の電磁石(以下、
「電磁石対」と記す)３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄ，３ｅ，
３ｆ，３ｇ，３ｈと、これら複数の電磁石対３ａ，３
ｂ，３ｃ，３ｄ，３ｅ，３ｆ，３ｇ，３ｈの間の円環チ
ューブ１および円環チューブ２の磁性流体６，７をレー
ザー照射するレーザー源４と、磁性流体６および磁性流
体７を互いに逆循環させる駆動ポンプ８とから構成され
ている。
【００２２】図２は図１の動作原理を示す説明図であ
り、図２（ａ）は円環チューブの平面図を示し、図２
（ｂ）は円環チューブを流れる磁性流体と外部磁場との
関係を示す図である。
【００２３】なお、図２において図１に示す構成要素に
対応するものは同一の参照数字または符号を付し、その
説明を省略する。
【００２４】次に図１および図２を参照して本実施の形
態の動作をより詳細に説明する。
【００２５】駆動ポンプ８により円環チューブ１の磁性
流体６を右回転、円環チューブ２の磁性流体７を左回
転、互いに逆回転で循環させる。電磁石対３ａ～３ｈは
外部制御部（図示せず）により各々の一対の電磁石が生
成する磁場の方向が交互に逆になるように制御され、磁
場の大きさも外部制御部により制御される。
【００２６】図２（ａ）を参照して、電磁石対３ａ，３

ｂ，３ｃ，３ｄ，３ｅ，３ｆ，３ｇ，３ｈの各々に上向
きの磁場＋Ｈと下向きの磁場－Ｈとを同時に印加する。
円環チューブ１、２の内の中心付近に設置したレーザー
源４により８本のレーザービーム５ａ，５ｂ，５ｃ，５
ｄ，５ｅ，５ｆ，５ｇ，５ｈが、外部制御部の制御によ
り、電磁石対３ａ～３ｈが存在しない円環チューブ１，
２の磁性流体６、７に向けて照射される。このレーザー
ビーム５ａ～５ｈの照射方向は、電磁石対３ａ～３ｈが
設置された領域の中間領域（電磁石対３ａ～３ｈが存在
しない領域）に照射される。すなわち、磁性流体に磁場
が印加されていない領域に向けて照射されることにな
る。
【００２７】磁性流体の微粒子のスピンは磁場＋Ｈと磁
場－Ｈとではスピンの向きが反転するため、複数の電磁
石対３ａ～３ｈにより捩じれたスピン集団の領域が磁性
流体６、７に形成される。さらにレーザービームの照射
により、磁性流体はイオン化され、イオン化されたスピ
ン波を発生させる。円環チューブの半径をＲ、チューブ
の断面半径をｒとし、これら円周上のＰ1 ，Ｐ2 ，Ｐ3 ，
……Ｐn （ｎは整数で偶数）の点上で磁場＋Ｈを上向き
に、磁場－Ｈを下向きに印加する。すなわち、電磁石対
３ａ～３ｈが円周上のＰ1 ～Ｐ8 に設置されている。
【００２８】図２（ｂ）では、Ｐ1 点で上向きの磁場＋
Ｈと下向きの磁場－Ｈ、Ｐ2 点でも上向きの磁場＋Ｈと
下向きの磁場－Ｈ、Ｐ3 点でも同様に上向きの磁場＋Ｈ
と下向きの磁場－Ｈを交互に印加している。他のＰ4 ～
Ｐ8 点でも同様である。磁場の印加領域の円周上の長さ
を各点でＬとすると、円環チューブの全円周上での磁場
印加領域長はＬｎであり、全円周長２πＲに対してその
比はＬｎ／２πＲとなる。各点で上向きの磁場＋Ｈと下
向きの磁場－Ｈとを交互に印加する理由は、各点で捩じ
れたスピン場を磁性流体に形成するためであり、後述す
るようにスピン波のエネルギーを大きく引き出すためで
ある。Ｐ1 とＰ2 との間およびＰ2 とＰ3 との間の中間領域
では磁場の印加がないから、磁性流体微粒子のスピンは
殆どランダムな方向を向くことになる。他の点の中間領
域でも同様に磁場の印加がないから、磁性流体微粒子の
スピンは殆どランダムな方向を向くことになる。
【００２９】一般にスピンの方向が或る一定の方向に揃
えられると、スピンの交換相互作用による定常的なスピ
ン波が形成されエネルギーを引き出すことが可能とな
る。外部磁場の印加はスピン方向を揃えるために必要で
ある。磁場の強さは磁性流体微粒子、例えばマグネタイ
トＦｅ3 Ｏ4 の３ｄ殻の電子のスピンが大半一定方向に揃
えればよく、０．１テスラ（１０００ガウス）～数テス
ラ（数万ガウス）程度の低い磁場でよい。
【００３０】なお、電磁石の数とレーザービームの数は
８本に限定される必要はなく任意の偶数本の数でよい。
【００３１】また、電磁石対３ａ～３ｈの構成は逆極性
の電磁石や磁石を交互に設置するものに限定されず、磁
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場の極性がＮ極―Ｓ極、Ｓ極―Ｎ極と逆方向に交互に隣
接する磁場形成がされる機構のもので置き換えることも
可能である。
【００３２】図３は図１の実施の形態を示すブロック図
である。
【００３３】図３を参照すると、電磁石３ａ～３ｈのオ
ンオフと磁場の極性を駆動制御する磁場駆動生成部１１
と、レーザー源４を駆動するレーザードライバ１０と、
円環チューブ１，２内の磁性流体６，７を互いに逆回転
させる駆動ポンプ８と、磁場駆動生成部１１、レーザー
ドライバ１０経由レーザー源４、駆動ポンプ８に電力を
供給する電源１３と、全体の管理制御を行なう制御部１
２と、電磁石３ａ～３ｈにより磁化され、レーザー源４
からのレーザービーム５ａ～５ｈで照射される円環チュ
ーブ１，２とから構成されている。
【００３４】なお、図３において図１に示す構成要素に
対応するものは同一の参照数字または符号を付し、その
説明を省略する。また、動作は図１，２ですでに説明し
たので、ここでは省略する。
【００３５】次に磁性流体の特性について説明する。
【００３６】磁性流体６，７はコロイド状の強磁性体微
粒子集合体を含んだ液体である。強磁性体として、鉄
（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ）、希土
類を含む酸化物が候補となる。代表的な磁性体としてマ
グネタイト（Ｆｅ2 Ｏ3 ・ＦｅＯ＝Ｆｅ3 Ｏ4 ）を選定す
る。マグネタイト微粒子のコロイド状集合体の直径は５
０～１００オングストロームで８０オングストロームを
選定する。マグネタイト間の平均距離は５オングストロ
ーム程度に設定する。なお、コロイドコーティングはオ
レイン酸分子（鎖状）で厚さは５オングストローム程度
とする。循環キャリアとなる液体は、ハイドロカーボン
の粘性（０．０３ｇ／ｃｍ・ｓ～０．０６ｇ／ｃｍ・
ｓ）を有する液体である。強磁性微粒子のコロイド状集
合体の平均距離を２００オングストローム程度に設定す
る。
【００３７】磁性体の外部磁場除去時の緩和時間は１０
-7

Ｓより速い。コロイド状強磁性微粒子の安定時間は２
０℃で６０日間程度である。
【００３８】次に、使用するレーザーは有機色素レーザ
ーのような液体レーザー、固体レーザー、気体レーザ
ー、半導体レーザー等が候補である。
【００３９】また、右回転する磁性流体６を閉じ込めた
円環チューブ１だけの構成も可能であり、左回転する磁
性流体７を閉じ込めた円環チューブ２は必ずしも必要な
わけではないが、右回転用の円環チューブ１、左回転用
の円環チューブ２は系全体の角運動量保存、すなわち飛
翔体のような系が宇宙空間で一方向に回転しないように
バランスさせるために用いている。他に円環チューブ
１，２の磁性流体中をスピン波が伝播するとき、上下の
円環チューブ１，２間のスピン波のエネルギーを等しく

する作用を有している。
【００４０】
【発明の作用原理】ここで、前記の如く構成される本発
明の磁性流体循環を用いた推進装置の作用原理を説明す
る。
【００４１】地球のような質量体周辺の重力場は負のポ
テンシャルエネルギー（以下、誤解を無くすため単に負
のポテンシャルと記す）を有していることは良く知られ
ている。これは無限遠点をゼロポテンシャルとしている
ため、ポテンシャルの数式観点から便宜上負と表現され
ている。これに対して真空である空間を励起した場を正
のポテンシャルの場と定義する。この真空である空間を
励起した場すなわち正のポテンシャルの場は物理学上の
新規な概念である。
【００４２】地球上の物体は地球の重力により落下する
が、これは物体がニュートンの万有引力により地球に引
き寄せられる現象であることは周知である。この場合、
物体は地球の負のポテンシャル場にありかつ物体も物体
自身周辺に負のポテンシャル場を有しているので引力が
発生すると解釈すると、仮に物体周辺に局所的に正のポ
テンシャルの場を生成すると、地球の負のポテンシャル
の場と反撥して斥力により物体は地球から反撥すること
になる。
【００４３】本発明の原理は物体周辺に正のポテンシャ
ルの場を生成する装置により、負のポテンシャル場に反
撥する斥力を推進力とする装置、または負のポテンシャ
ル場の無い平坦なゼロポテンシャルの宇宙空間におい
て、物体周辺に制御された正のポテンシャル勾配すなわ
ち励起した場により反撥する斥力を推進力とする装置に
より飛翔体を推進させるものである。
【００４４】さて物体周辺に局所的な正ポテンシャルを
生成するためには、物質のスピンを制御することが有効
である。このため強磁性体に外部磁場Ｈを印加し、強磁
性体の大部分のスピンの方向を一定に揃える。一定方向
に揃えられたスピンの数をＮとすると、磁性体の内部エ
ネルギー密度Ｕはスピンに関するトポロジー的考察にも
とづいて数式１で与えられる。
【００４５】
【式１】

【００４６】地球のような質量体周辺の場の負ポテンシ
ャルのエネルギー密度は、数式２で与えられることは周
知である。ここでｇは重力加速度、Ｇは重力定数であ
る。
【００４７】
【式２】

【００４８】地球重力場から物体を脱出させるために
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は、Ｕ＋Ｅ（ｇ）＞０、すなわち絶対値の記号││を用
いてＵ＞│Ｅ（ｇ）│の条件によりスピンの数Ｎは数式
３で与えられる。
【００４９】
【式３】

【００５０】地球重力場に対しては数式３からＮ＝２．
５×１０

10
の値が得られる。すなわち強磁性体のスピン

特に３ｄ殻（不完全殻）の電子スピン数を１ｃｍ
3
当り

１０
1 1

個以上を外部磁場により一定方向に揃えればよい
ことが理解される。原子のスピンを一定方向に揃えるに
は比較的弱い磁場で可能であり、強磁場を必要としな
い。
【００５１】上述の通り強磁性体が保有する各原子のス
ピンを一定方向に揃え、内部エネルギーを増加させるこ
とが第１段階として必要である。第２の段階として真空
である空間を励起させるつまり正のポテンシャル生成の
ために、揃えられたスピンによって正の内部エネルギー
を保有した強磁性体を鉛直軸周りに右回転（上からみて
時計方向に回転）させることが必須である。
【００５２】磁性体粒子のスピンを外部磁場により一定
方向に揃えるだけでは駄目で、これを右回転させること
が空間の励起に必要である。さらには空間の励起の効果
を増大させるために、捩じれたスピン集団を形成させる
必要がある。このために隣接した外部磁場の極性を交互
に変えてスピン集団を捩じれさせることが必要となる。
次にこの原理について説明する。
【００５３】先ず右回転の重要性について説明する。ニ
ュートン力学の理論や一般相対性理論においては、物体
の右回転と左回転による物理的な現象に差異は生じな
い。
【００５４】これらの理論は対称場の理論であるから、
右回転、左回転に対して対称性（パリティ）が保存され

ている。
【００５５】これに対してトポロジー（位相幾何学）重
力理論によると、右回転と左回転で生じる重力に差異が
生じることが理論的に説明できる。このことは、ロシア
科学アカデミー第３回国際会議議事録「１９９４年、頁
２９０～３０２、（Ｓｅｌｅｃｔｅｄ  Ｐａｐｅｒｓ  
ｏｆ  ３ｒｄ  Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ  Ｃｏｎｆ
ｅｒｅｎｃｅ  ｏｎ  Ｐｒｏｂｌｅｍｓ  ｏｆ  Ｓｐａ
ｃｅ，Ｔｉｍｅ，Ｇｒａｖｉｔａｔｉｏｎ，ｐ．ｐ．２
９０－３０２，Ｍａｙ２２－２７，１９９４，Ｓｔ．－
Ｐｅｔｅｒｓｂｕｒｇ，Ｒｕｓｓｉａ）」に報告されて
いる。
【００５６】また、現実にジャイロスコープの高速右回
転の重力加速度がゼロ回転および左回転の重力加速度に
対して小さくなるという重量変化の実験結果が米国物理
学会誌「１９８９年、フィジカル・レビュー・レター
ズ、６３巻、頁２７０１～２７０４、（Ｐｈｙｓｉｃａ
ｌ  Ｒｅｖｉｅｗ  Ｌｅｔｔｅｒｓ，６３，ｐ．ｐ．２
７０１－２７０４，１９８９．）」に報告され、さらに
自転ジャイロスコープの落下時間の測定は英国の科学ジ
ャーナル「１９９７年、スペキューレーションズ・イン
・サイエンス・アンド・テクノロジー、２０巻、頁１７
３～１８１、（Ｓｐｅｃｕｌａｔｉｏｎｓ  ｉｎ  Ｓｃ
ｉｅｎｃｅ  ａｎｄ  Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，２０，
ｐ．ｐ．１７８－１８１，１９９７）」に報告されてい
る。前者の重量変化と後者の落下加速度の変化は一致し
ている。
【００５７】ド・ラームのコホモロジー第２定理による
と、２つの量Ω、Ω’が閉じた経路に沿って積分された
場合、２つの積分が等しいならば、ΩとΩ’との差はゼ
ロではなく、或る任意関数χの完全微分で与えられるだ
けの差が生じる。すなわち数式４のように表現される。
【００５８】
【式４】

【００５９】積分記号の下についているＣは閉じた経路
Ｃ上の積分を示す。
【００６０】ド・ラームのコホモロジー定理を質点の４
次元角運動量に適用すると、右回転の場合の重力ｆ
（Ｒ）と左回転の場合の重力ｆ（Ｌ）とは等しくなく数

式５で示す有限な差があることが求められる。ここで、
ｃは光速値である。
【００６１】
【式５】

【００６２】数式５は鉛直軸に沿って質点が角速度ωで
回転するとき、鉛直軸に沿う重力ｆ（Ｌ）とｆ（Ｒ）と
は等しくなく、数式５の右辺で与えられるだけの差があ
ることを示す。ド・ラームのコホモロジー効果は、非対

称な重力場を生じさせる。非対称な場は捩じれた場と呼
ばれる。対称場の場合、時空間は湾曲または歪むだけで
あり、質点の運動は２点間を最小作用の原理に従う経路
である測地線を運動することになる。ところが非対称場

(6)                   特開２０００－１６１２００
9 10

＊

＊

10

20

30

10

20

30

※

※

4040

5050



での運動は測地線の周りに纏わりつきながらネジのよう
に運動する。
【００６３】この右回転と左回転による重力効果の差の
現象は、右回転においてのみ変化が有り、左回転の場合
には変化しない。左回転は回転していない状態と同一で
重力場に影響しない。重力場に影響するのは右回転であ
ることが、上述のトポロジー重力理論と実験結果とから
確認される。何故右回転なのかは自然の時空間の構造が
そういう傾向にあるからと考えられる。
【００６４】このように真空である空間の励起に磁性流
体を右回転させることが不可欠となる。
【００６５】次に捩じれたスピン集団を形成させる必要
について説明する。
【００６６】図４は捩じれたスピン集団を説明する図で
ある。
【００６７】Ｎ極での上向きのスピンがｚ軸方向に進む
につれて、スピン方向が逆転し、Ｓ極で下向きのスピン
に変わる。このＮ極とＳ極との磁壁の間でスピンが捩じ
れている。
【００６８】一般にスピンの交換相互作用エネルギー密
度として、系のハミルトニアンＨは系が等方的であれ
ば、ハイゼンベルグモデルにもとづく数式６で与えられ
る。
【００６９】
【式６】

【００７０】ここでＭは磁化を、αは着目している場
所、μは空間座標、Ａはスピン数、交換相互作用積分お
よび微粒子間距離に依存する任意定数を示す。円環チュ
ーブの磁性流体の巨視的な領域、すなわち対象の領域の
磁化が磁化Ｍで記述できる程度の領域において、磁化Ｍ
の捩じれがあれば、すなわち数式７に従うならばスピン
集団のエネルギーはゼロでなくなる。
【００７１】
【式７】

【００７２】スピン集団に捩じれが無い、すなわち数式
８に従うならば全スピンが或る一定方向に揃っているこ
とになる。スピンが巨視的領域ですべて揃うと、スピン
の交換相互作用エネルギーはゼロとなる。
【００７３】
【式８】

【００７４】交換相互作用エネルギーを得るために、ス
ピン集団の捩じれが必要となる。このために外部磁場の
極性を交互に変えてスピン集団を捩じれさせている。こ
れは上述のド・ラームコホモロジー効果による空間の励

起効果を増強させることになる。
【００７５】一般に、捩じれた場は真空である空間を励
起し、真空のエネルギーレベルを持ち上げる。
【００７６】なお、次に円環チューブの磁性流体にレー
ザービームを照射することについて説明する。レーザー
ビームが磁性流体に照射されると、この領域の磁性流体
がプラズマ流体のように電離つまりイオン化される。こ
のイオン化は＋イオンと－イオンの集団に分離し、円環
チューブの内側と外側との間に電場を生成するので、電
位差を発生する。このためのレーザービームはイオン分
離のため直線偏極したものが必要である。このイオン化
は磁性流体内部にイオン化したスピン集団を発生させ
る。イオン化されたスピン波は一種の励起波であり、レ
ーザービーム照射の過程で必然的に生じる。このイオン
化されたスピン波は磁性流体の内部エネルギーを増加さ
せるので、捩じれたスピン波との相乗効果をもたらすこ
とになる。
【００７７】最後にスピンの交換相互作用について説明
する。
【００７８】さてこれまで磁性流体中のスピン波につい
て述べたが、実はマグノンを生成していることになる。
マグノンとは量子化されたスピン波である。磁性流体の
基準状態でほとんどすべてのスピンが平行であるとす
る。大きさＳのＮ個のスピンが直線上または円環上にあ
り、その最隣接スピンＳp ，Ｓp+1 は数式９に示すハイゼ
ンベルグ相互作用で結合している。
【００７９】
【式９】

【００８０】ここでＪは交換積分で、Ｕは系のエネルギ
ーを示す。
【００８１】すべて平行なスピン集団のうち１個のスピ
ンが反転し逆平行であると、系のエネルギーは高く励起
状態にあるが、この反転したスピンをすべての他のスピ
ンに分配させると、はるかに低いエネルギーの励起を得
ることができる。このスピン系の素励起状態は波動状で
あり、マグノンと呼ばれている。マグノンはボソン系の
準粒子であり、１個の磁性体微粒子のスピンに起因する
定常スピン波をボソンの準粒子とみなすことができる。
捩じれたスピン集団はマグノン集団のエネルギーを大き
くすることになる。
【００８２】次に、本発明の磁性流体循環装置を用いた
推進装置を飛翔体に積載した飛翔体推進システムの動作
について説明する。
【００８３】図５は図１の磁性流体循環装置を飛翔体に
積載した第１の実施例を示す図である。
【００８４】図５（ａ）は地球近傍の飛翔体の推進動作
を説明する図であり、図５（ｂ）は平坦な宇宙空間での
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飛翔体の推進動作を説明する図であり、図５（ｃ）は推
進方向の全方向性制御を説明する図である。
【００８５】Ｄ1 ，Ｄ2 ，Ｄ3 ～Ｄn+1 は円環チューブの
磁性流体中に生成したマグノンの発生領域である。図１
で説明したように、上下２つに重ねられた円環チューブ
の上下の磁性流体は互いに逆方向に循環している。
【００８６】円環チューブは飛翔体の機体に装着されて
おり、機体の形状はこの円環と同じ円形体または楕円体
である。
【００８７】図５（ａ）を参照すると、円環チューブの
領域全体にマグノンを発生させるように磁場の制御を行
なう。
【００８８】飛翔体が地球近傍の重力場内に位置する場
合、地球の負のポテンシャルに対して、マグノンを発生
した領域は真空である空間を励起させ正のポテンシャル
を生成するので、マグノン発生領域の円環チューブは地
球重力場に対して反撥力により垂直に上昇する。飛翔体
を含む周辺にマグノンにより生成された正のポテンシャ
ル領域が存在し、飛翔体を覆うことになる。円環チュー
ブに働く地球からの反撥力は推力として、円環チューブ
に結合している飛翔体に働き飛翔体を上昇させる。ただ
し、地球重力場に対して垂直飛行はできるが、水平飛行
はできない。
【００８９】この推進モードは地球のような惑星の大気
圏を垂直方向に飛行する場合に有効であるが、惑星が近
傍に無い平坦な宇宙空間では推進することができない。
【００９０】次に平坦な宇宙空間を推進する推進モード
について、図５（ｂ）を参照して説明する。
【００９１】円環チューブの前半分の領域全体にマグノ
ンを発生させ、円環チューブの後半分の領域全体にはマ
グノンを発生しないかまたは弱く発生するように磁場の
制御を行なう。このような制御により、円環チューブ前
方に生成した正のポテンシャルと後方のゼロポテンシャ
ルまたは弱い正のポテンシャルとの間に、ポテンシャル
の勾配が生成される。この円環チューブ周辺の空間に生
成されたポテンシャル勾配は力学理論で知られているよ
うに力を発生し、この空間からの力は円環チューブに推
力として働き、飛翔体を前方に推進させることになる。
【００９２】ここで重要なことはこのポテンシャル勾配
を生成した状態では推進できないことである。円環チュ
ーブが自ら生成したポテンシャル勾配の場を、円環チュ
ーブが自ら背負いながらの推進は運動力学的に成立しな
いからである。推進するためには、円環チューブと生成
されたポテンシャル勾配の場とが独立でなければならな
い。図５（ａ）の場合は、地球の負のポテンシャルの場
と円環チューブが生成した正のポテンシャルの場とは最
初から互いに独立であり、地球のポテンシャルの場に対
して推進できたが、平坦な空間での推進は円環チューブ
が生成する正のポテンシャル場に対して独立した地球に
相当するポテンシャルの場が必要となるからである。

【００９３】この円環チューブ自身と円環チューブが生
成したポテンシャル勾配の場とを独立な関係にするため
には、円環チューブのマグノン発生動作をオフすること
が必要である。マグノン発生動作のオフにより空間の励
起作用が停止するので、円環チューブ周辺の空間に生成
されたポテンシャル勾配の場すなわち励起した空間の場
が励起していない平坦な空間の場に戻ることになる。こ
の平坦な空間に戻る遷移状態の間のみ、円環チューブは
独立したポテンシャル勾配の場に存在することになり、
推進することができる。従って、この推進モードではマ
グノン発生のオンオフ作用を高速に繰り返すパルス推進
動作となる。
【００９４】この場を利用した推進理論および推進機構
については、英国の科学ジャーナル「１９９７年、ジャ
ーナル・オブ・ザ・ブリティッシュ・インタープラネタ
リィ・ソサイティ、５０巻、頁２６３～２７６、（Ｊｏ
ｕｒｎａｌ  ｏｆ  ＴｈｅＢｒｉｔｉｓｈ  Ｉｎｔｅｒ
ｐｌａｎｅｔａｒｙ  Ｓｏｃｉｅｔｙ，  Ｖｏｌ．５
０，ｐｐ．２６３－２７６，１９９７．）」および「１
９９８年、スペーステクノロジー・アンド・アプリケー
ションズ・インターナショナル・フォーラムのプロシー
ディング、頁１５１６～１５２６、（Ｓｐａｃｅ  Ｔｅ
ｃｈｎｏｌｏｇｙ  ａｎｄ  Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ
  Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ  Ｆｏｒｕｍ，ｐ．ｐ．
１５１６－１５２６，Ｊａｎｕａｒｙ  ２５-２９，１
９９８，Ａｌｂｕｑｕｅｒｑｕｅ，ＮＭ，ＵＳＡ）」で
報告されている。
【００９５】この推進モードは図５（ａ）の地球近傍に
位置する場合でも有効である。飛翔体に働く推力が地球
重力１Ｇより大きければ垂直上昇でき、かつ飛翔体自身
がポテンシャル勾配を生成するので、水平飛行も行なう
ことができる。
【００９６】次に飛翔体の推進方向制御について説明す
る。
【００９７】推進方向の制御はＤ1 ，Ｄ2 ，Ｄ3 ～Ｄn+1 

のどの領域にマグノン発生作用を行なうかにより行な
う。Ｄ1 を中心にその両横の領域にマグノン発生作用を
行なえば前進、このＤ1 領域と９０度右側に位置する領
域にマグノン発生作用を行なえば右方向に推進し、この
Ｄ1 領域と９０度左側に位置する領域にマグノン発生作
用を行なえば左方向に推進し、このＤ1 領域と１８０度
に位置する後方領域にマグノン発生作用を行なえば後方
に推進し、また円環チューブのＤ1 領域とこのＤ1 領域
と９０度右側に位置する領域に同時にマグノン発生作用
を行えば、ベクトル合成により右前方４５度に推進する
ことになる。すなわち、全方向への推進が可能である。
【００９８】図５（ｂ）場合、円環チューブが１系統な
ので、前後左右の平面方向の推進となるため、立体的な
全方向の推進のためにはもう１系統の円環チューブが必
要となる。すなわち、円環チューブを図５（ｃ）に示す
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ように２系統直交させた機体の構造により、飛翔体は上
下左右前後の全方向に推進可能となる。
【００９９】或いは１系統の円環チューブだけを使用し
て、図５（ｃ）と等価な機能を有するためには、１系統
の円環チューブを３６０度自在に回転制御させることに
より等価的に全方向への推進が可能となる。
【０１００】なお、円環チューブが自ら生成したポテン
シャル勾配の場は飛翔体を含む全領域に浸透する体積力
なので、飛翔体の全物質点に一様に作用するため慣性力
の作用を原理的に消去できる。
【０１０１】図６は図１の磁性流体循環装置を飛翔体に
積載した第２の実施例を示す図である。
【０１０２】図６を参照すると、飛翔体２０の前部にエ
ンジン２１が装着され、エンジン２１の動作により飛翔
体２０を含む周辺の空間領域に励起した空間領域２２を
生成し、この空間領域２２から推力Ｆを受け飛翔体２０
が加速度αで推進している。
【０１０３】エンジン２１は図１の磁性流体循環装置を
小型にしたもので、飛翔体２０の前部に１基装着したも
のである。全方向への推進のために、この磁性流体循環
装置を小型化したエンジン６基を飛翔体２０の前後左右
上下の位置に１基ずつ装着するか、前後左右の平面上に
正三角形状に３基および上下２基の総計５基装着しても
よい。或いは上述の図５に記載のように小型化していな
い磁性流体循環装置の円環チューブを外輪として１系統
または直交した２系統を装着してもよい。
【０１０４】次に図６を参照して本発明の第２の実施例
について動作を説明する。
【０１０５】エンジン２１の小型化した円環チューブの
全領域にマグノンを発生させ、真空である空間を励起さ
せ正のポテンシャルを生成する。このマグノン発生によ
り生成した正のポテンシャルとは、既述の通り真空であ
る空間を励起させた状態である。真空である空間の励起
とは、外部からの励起作用により真空ポテンシャルを真
空の基底状態から少し持ち上げることに相当する。
【０１０６】図７は真空ポテンシャルを説明する図であ
る。
【０１０７】縦軸は真空のポテンシャルエネルギーＶ
（φ）を、横軸は真空の期待値φを示している。宇宙創
生期での初期宇宙空間の真空ポテンシャルは極小値１点
をもつ放物線で示され、真空の基底状態は極小値で示さ
れる通り大きいが、現在の宇宙空間の真空ポテンシャル
は２つの極小値をもつ二次曲線で示される。現在の宇宙
空間の真空の基底状態は、真空期待値φ＝＋φ0 の点で
Ｖ（φ）＝０．５×１０

-9
Ｊ／ｍ

3
  とされている。真

空を励起するとは、真空期待値φ＝＋φ0 の点での基底
状態Ｖ（φ）＝０．５×１０

-9
Ｊ／ｍ

3
  から、真空期

待値φの値を外部作用のトリガにより＋φ0 の値から摂
動または擾乱させ、真空のポテンシャルエネルギーＶ
（φ）を少し上に持ち上げることを意味する。

【０１０８】この励起した真空の場すなわち正のポテン
シャルの場で生じる加速度α（ｍ／ｓ

2
）は数式１０で

与えられる。λは結合定数、Ｇは重力定数、Ｃは光速値
である。
【０１０９】
【式１０】

【０１１０】数式１０から励起した真空の場の加速度
は、真空の期待値φ0 のみに依存し、励起した領域内で
常に一定値の加速度を示すので、飛翔体内での潮汐力の
作用は無い。真空の期待値φ0 ＝６ＭｅＶで、加速度α
＝４．４Ｇが得られる。
【０１１１】上述の図５および図６で示した磁性流体循
環を用いた推進装置はいずれも、低い磁場で真空である
空間を励起し飛翔体周辺の空間の場から大きな推力を一
様に受けるので、１Ｇ～３０Ｇ程度の極めて高い加速度
が得られ、かつ理論的到達速度は準光速度となる。励起
した空間の場からの推力は物体の全粒子に一様に浸透す
る体積力なので、慣性力の作用がなく、急発進、急停
止、ジグザグ旋回、直角旋回、Ｖターン、Ｉターン等の
特異な飛行パターンで推進できる。飛翔体の周辺空間は
正のポテンシャル場すなわち斥力場となっているから、
隕石等との衝突を避けることができる。飛翔体を含む所
定領域での加速度は一定であり、潮汐力の作用がない。
電磁的な推進装置なので、内燃機関のような爆発音によ
る騒音や排気ガスがないので環境に対するエコロジー的
要素を有している。
【０１１２】また、大気中を極超音速で飛行する場合、
飛翔体周辺の大気も等しく加速されるので、空力加熱と
衝撃波とが軽減できる。但し、イオン化した空気粒子の
プラズマが飛翔体周辺を覆うことになる。
【０１１３】なお、飛翔体の外観形状は楕円体、円盤
形、球体が構造上望ましいが、これらの形状に限定され
る必要はなく、任意の形状が可能である。
【０１１４】
【発明の効果】以上説明したように、本発明の磁性流体
循環を用いた推進装置及び飛翔体推進システムは低い磁
場で真空である空間を励起し飛翔体周辺の空間の場から
大きな推力を受けるので、極めて高い加速度が得られ、
かつ理論的到達速度である準光速度が得られるので、高
加速度、超高速度で推進できるという効果を有してい
る。
【０１１５】励起した空間の場からの推力は物体の全粒
子に一様に浸透する体積力なので、慣性力の作用がな
く、急発進、急停止、直角旋回等の特異な飛行経路で推
進できるという効果を有している。
【０１１６】飛翔体を含む所定領域での加速度は一定で
あり、潮汐力の作用がないという効果を有している。
【０１１７】電磁的な推進装置なので、内燃機関のよう
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な爆発音による騒音や排気ガスがないので環境に対する
エコロジカルな効果を有している。
【０１１８】また、飛翔体周辺の大気も等しく加速され
るので、空力加熱が軽減できるという効果を有してい
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の磁性流体循環を用いた推進装置の一つ
の実施の形態を示す斜視図である。
【図２】図１の動作原理を示す説明図である。
【図３】図１の実施の形態を示すブロック図である。
【図４】捩じれたスピン集団を説明する図である。
【図５】図１の磁性流体循環装置を飛翔体に積載した第
１の実施例を示す図である。
【図６】図１の磁性流体循環装置を飛翔体に積載した第
２の実施例を示す図である。
【図７】真空ポテンシャルを説明する図である。
【符号の説明】

１    円環チューブ
２    円環チューブ
３ａ，３ｂ，３ｃ，３ｄ，３ｅ，３ｆ，３ｇ，３ｈ    
電磁石対
４    レーザー源
５ａ，５ｂ，５ｃ，５ｄ，５ｅ，５ｆ，５ｇ，５ｈ    
レーザービーム
６    磁性流体
７    磁性流体
８    駆動ポンプ
１０    レーザードライバ
１１    磁場駆動生成部
１２    制御部
１３    電源
２０    飛翔体
２１    エンジン
２２    励起した空間領域

【図１】 【図２】 【図６】

【図７】
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